
特定医療法人 防治会 

自：令和7年 4月 １日 

至：令和8年 3月3１日 

 

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

 

１） 継続事業の前提に関する事項 

 

当法人は、新型コロナウイルス感染症以降、患者数の減少や看護師不足による病床稼働率の悪化が続き、2期連続で

事業損失、当会計年度末時点で2,349百万円の債務超過となっており、継続事業の前提に重要な疑義が生じております。 

当法人では、当該状況を解消すべく、以下のような経営改善計画を策定し、各金融機関の協力を得て再生計画に取り組

んでおります。 

まず、短期的な取り組みとして、1.看護師の確保や離職防止対策を行い病床稼働率の向上、2.薬剤師の確保や離職防

止対策を行い薬剤指導料などの算定率向上、3.介入率の向上・産休職員の復帰によるリハビリ単位数の増加、4.CT・MRI・

生化学的検査判断料の算定率向上、5.検査委託費・電気代の適正化などを行っております。次に、中長期的な取り組みと

して、6.在院日数の調整による病床稼働率の向上、7.地域包括ケア病床の導入の検討、8.営業を強化し紹介件数の増加に

よる病床稼働率の向上、9.救急搬送の応需率向上による病床稼働率の向上、10.透析患者数の増加、11.神経難病をはじめ

当法人が力を入れている診療のアピールを積極的に行い集患に繋げる等の取り組みをはじめています。 

また、当面の資金需要に対応すべく、借入金について各金融機関との合意に基づき返済条件の見直しを行うとともに、

独立行政法人福祉医療機構の経営資本強化資金(資本性劣後ローン)を利用した資金調達を進めております。 

しかし、これら経営改善施策や資金調達の結果は未だ不明確であり、現時点では継続事業の前提に関する重要な不確

実性が認められます。 

なお、当法人の計算書類は継続事業を前提として作成されており、当該重要な不確実性の影響は計算書類に反映して

おりません。 

 

 

２） 資産の評価基準及び評価方法  

① たな卸資産 

     最終仕入原価法によっております。 

 

 

３） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。但し、平成10年４月以前に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定率法を採

用しております。 

なお、10万円以上20万円未満の一括償却資産については、法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っ

ております。 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

③ リース資産 

残存価額を零とするリース期間定額法によっております。 

   

 



４） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計年度末おいて発生してい

ると認められる額を計上しております。なお、当医療法人は、前々会計年度末日の負債総額が200億円未満であるこ

とから、退職金規程に基づく期末要支給額を退職給付債務とする簡便法によっております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

 

５） 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

６） その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

① 補助金等の会計処理方法 

固定資産の取得に係る補助金については、特別利益に計上しております。ただし、圧縮記帳を行う場合は、直接減額

方式または積立金方式によっております。 

運営費補助金については、事業収益に計上しております。 

 

 

７） 重要な会計方針を変更した旨等 

 

該当なし 

８） 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

 

該当なし 

 

 

９） 担保に供されている資産に関する事項 

 

（単位）：千円 

担保に供している資産 

事業未収金 663,283 



建物 1,399,460 

建物附属設備 268,256 

土地 1,014,100 

    計 3,345,099 

担保付債務 

長期借入金 5,070,750 

    計 5,070,750 

 

 

１０） 重要な偶発債務に関する事項 

 

該当なし 

 

 

１１） 重要な後発事象に関する事項 

 

該当なし 

 

 

１２） その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

 

① 有形固定資産の減価償却累計額  6,033,718千円  

 

② 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳 

 

（単位）：千円 

繰延税金資産 

減価償却超過額                          75,724 

貸倒引当金損金算入限度超過額                11,052 

退職給付引当金                             210,586 

賞与引当金                                 84,891 

役員退職慰労引当金                          31,519 

土地                              19,336 

税務上の繰越欠損金                   310,285 

その他                               10,068 

繰延税金資産小計                          753,461 

評価性引当額                              △ 679,375 

繰延税金資産合計                             74,086 

繰延税金負債 

土地評価益認容                       △ 74,086 

繰延税金負債合計                    △ 74,086 

繰延税金資産の純額                        -  



 

③ 基本財産   

 （単位）：千円   

資産の種類 
前会計年度末 

残高 

当会計年度の 

増加額 

当会計年度の 

減少額 

当会計年度末 

残高 

建物 332,036 217 12,395 319,858 

土地 286,168 － － 286,168 

(注) 建物の当会計年度の減少額は、減価償却 12,395 千円によるものである。 

 

④ 補助金                                                           （単位）：千円  

補助金等の内訳 交付者 貸借対照表等への影響額 

（いずみの病院) 

令和７年度新人看護職員研修事業費 高知県 営業収益        315 

令和６年専門医等養成支援事業費 医療再生機構 営業収益        210 

特定求職者雇用開発助成金 高知労働局 営業収益        250 

医療施設等物価高騰緊急対策給付金（きんろう含む） 高知県 営業収益        1,377 

生産性向上支援事業補助金 〃 営業外収益      9,520 

医療施設等物価高騰緊急対策給付金（きんろう含む） 〃 営業収益        990 

特定求職者雇用開発助成金 高知労働局 営業収益         250 

賃上げ・物価上昇に対する支援事業費(賃上げ支援) 厚生労働省 営業収益       19,992 

賃上げ・物価上昇に対する支援事業費(物価支援) 〃 営業収益       31,418 

認定看護師資格取得支援事業費 医療再生機構 営業収益        581 

（きんろう病院） 

令和６年度新人看護職員研修事業費 高知県 営業収益        220  

令和６年度認定看護師資格取得支援事業費 医療再生機構 営業収益        580 

  生産性向上支援事業補助金 高知県 営業外収益       4,040 

賃上げ・物価上昇に対する支援事業費(賃上げ支援) 厚生労働省 営業収益        8,484 

賃上げ・物価上昇に対する支援事業費(物価支援) 〃 営業収益       11,211 

(梅ノ辻クリニック)   

医療施設等物価高騰緊急対策給付金 高知市 営業収益           40  

訪問診療等におけるｵﾝﾗｲﾝ資格確認等の導入に必要となるﾚｾｺﾝ

改修等に係る助成金 
社保基金 営業収益         79 

生産性向上支援事業補助金 高知県 営業外収益       180 

医療施設等物価高騰緊急対策給付金 高知市 営業収益         85 

（あったかケアみずき） 

福祉避難所指定促進等事業費補助金 高知市 営業収益        199 



補助金等の内訳 交付者 貸借対照表等への影響額 

介護人材確保等事業交付金(他事業所含む) 高知県 営業収益       2,140 

外国人介護人材受入施設環境整備支援事業費 〃 営業収益        123 

福祉避難所指定促進等事業補助金 高知市 営業収益        512 

社会福祉施設等物価高騰緊急対策給付金（他事業所含む） 〃 営業収益        600 

（ヘルパーステーション） 

障害福祉人材確保等事業交付金 高知県 営業収益           69 

 


